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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

  
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第35期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化

効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第36期第３四半期連結累計期間の潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。 

４ 売上高の増加は前連結会計年度にローヤル電機株式会社及びその子会社を連結子会社としたことによるも

のです。 

  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

回次 
第35期 

第３四半期 
連結累計期間 

第36期 
第３四半期 
連結累計期間 

第35期 

会計期間 
自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年１月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 2,374,086 5,986,889 5,626,689 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 67,072 △252,899 372,879 

四半期(当期)純利益又は 
四半期純損失(△) 

(千円) 571,865 △283,441 659,898 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(千円) 667,425 △340,851 748,105 

純資産額 (千円) 8,958,348 8,296,006 9,039,028 

総資産額 (千円) 12,467,064 12,243,631 12,121,592 

１株当たり四半期(当期)純利益金
額又は四半期純損失金額(△) 

(円) 97.70 △48.62 112.74 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 66.7 63.4 69.4 
 

回次 
第35期 

第３四半期 
連結会計期間 

第36期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日 
至 平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額(△) 

(円) 73.10 △16.82 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動の影響による一部

の弱い動きや、企業収益の改善に足踏みがみられるなど企業の業況判断は慎重になっているものの、設備投資の増

加傾向、雇用情勢の着実な改善など、全体として緩やかな回復基調が続きました。 

一方世界経済は、中国では景気の拡大テンポは緩やかになり、米国では景気が回復し、欧州では景気が持ち直

し、一部に弱さがみられるものの、全体としては緩やかに回復いたしました。 

このような状況下、当社グループは国内外で積極的な営業活動を展開し、前連結会計年度にローヤル電機株式会

社及び同社の連結子会社５社を連結子会社としたことにより、売上高は5,986百万円(前年同四半期比152.2％増)と

なりましたが、利益面につきましては巻線機事業の幾つかの案件の売上が第４四半期以降にずれ込んだことや、開

発要素の高い案件や先を見据えた研究開発を進めたことに加え、棚卸資産の評価損増加により、営業損失は253百万

円(前年同四半期は３百万円の営業利益)、持分法による投資損失97百万円を計上したことなどにより、経常損失は

252百万円(前年同四半期は67百万円の経常利益)、連結子会社において減損損失77百万円を計上したことなどによ

り、四半期純損失は283百万円(前年同四半期は571百万円の四半期純利益)となりました。 

当第３四半期連結累計期間のセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

なお、前連結会計年度よりローヤル電機株式会社及びその子会社を連結子会社としたことに伴い、事業セグメン

トの区分方法を見直し、報告セグメントを、「巻線機事業」及び「送風機・住設関連事業」に変更しております。

また、企業再生支援事業は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、「その他」に区分しております。

なお、前第３四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結しているため、前年同四半期との対比の記載はしており

ません。 

①巻線機事業 

巻線機事業に関しては、自動車向け設備や家電製品向けの輸出案件等により、売上高は2,956百万円となりま

したが、開発要素の高い案件や先を見据えた研究開発を進めたことに加え、棚卸資産の評価損が増加したこと

により、セグメント損失は116百万円となりました。 

②送風機・住設関連事業 

送風機事業に関しては、軸流工作機械向けの生産増加に伴う納期の前倒しや、工作機械中国向けの市場が好

調に推移したこと等により、住設関連事業に関しては、新規住宅着工件数の回復鈍化の影響を受けたものの、

消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動は、懸念された大きな落ち込みがなく、売上高は2,991百万円、セグ

メント利益は円安による材料費上昇の影響があるものの、58百万円となりました。 

③その他 

企業再生支援事業により、売上高は38百万円、セグメント利益は６百万円となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて2.5％減少し、7,903百万円となりました。これは主に、商品及び製

品が555百万円、仕掛品が663百万円それぞれ増加し、現金及び預金が1,577百万円減少したこと等によるもの

であります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて8.1％増加し、4,340百万円となりました。これは主に、建物及び

構築物が480百万円増加したこと等によるものであります。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて

1.0％増加し、12,243百万円となりました。 

  

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて36.0％増加し、3,208百万円となりました。これは主に、支払手形

及び買掛金が141百万円、前受金が643百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.1％増加し、738百万円となりました。この結果、負債合計は、前

連結会計年度末に比べて28.1％増加し、3,947百万円となりました。 

  

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて8.2％減少し、8,296百万円となりました。これは主に、自己株式

が338百万円増加し、利益剰余金が341百万円減少したこと等によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は46百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期間にお

いて、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 主要な設備 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に完成し

たものは次のとおりであります。 

  

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 
帳簿価額 
(百万円) 

完了年月 

㈱小田原エンジニア
リング 

本社工場 
(神奈川県足柄上郡
松田町) 

巻線機事業 
応接・会議設備、
生産設備 

647 
平成26年 

４月 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 15,757,600 

計 15,757,600 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成26年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月14日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 6,392,736 6,392,736 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数 
100株 

計 6,392,736 6,392,736 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年７月１日～ 
平成26年９月30日 

― 6,392,736 ― 1,250,816 ― 1,580,813 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】 

  

② 【自己株式等】 

（注）当社は、当第３四半期連結会計期間において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づく自己株式の取得及び単元未満株式の買取りによる取得により、当第３四半期会計期間末日

現在の自己株式数は1,088,663株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は17.03％となっております。 

  
２ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

 

      平成26年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  539,300 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式5,846,500 58,465 ― 

単元未満株式 普通株式    6,936 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 6,392,736 ― ― 

総株主の議決権 ― 58,465 ― 
 

    平成26年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
㈱小田原エンジニアリング 

神奈川県足柄上郡松田町
松田惣領1577番地 

539,300 ― 539,300 8.43 

計 ― 539,300 ― 539,300 8.43 
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第４ 【経理の状況】 

  

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。 

  

２. 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 

(1)【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 3,477,117 1,899,422 

    受取手形及び売掛金 ※１  2,252,283 1,958,879 

    電子記録債権 71,667 275,185 

    営業投資有価証券 219,374 222,198 

    商品及び製品 767,956 1,323,350 

    仕掛品 686,754 1,349,946 

    原材料及び貯蔵品 357,827 393,870 

    未収還付法人税等 7,738 1,832 

    繰延税金資産 143,236 238,170 

    その他 124,915 242,351 

    貸倒引当金 △1,848 △2,108 

    流動資産合計 8,107,023 7,903,099 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 2,309,592 2,841,520 

        減価償却累計額 △1,403,725 △1,455,638 

        建物及び構築物（純額） 905,866 1,385,881 

      機械装置及び運搬具 1,050,618 1,081,270 

        減価償却累計額 △876,272 △893,555 

        機械装置及び運搬具（純額） 174,345 187,715 

      工具、器具及び備品 1,025,361 1,071,581 

        減価償却累計額 △861,049 △892,891 

        工具、器具及び備品（純額） 164,311 178,689 

      土地 1,618,847 1,619,881 

      建設仮勘定 66,780 13,800 

      有形固定資産合計 2,930,152 3,385,968 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 86,175 52,211 

      電話加入権 5,069 5,059 

      その他 214 202 

      無形固定資産合計 91,459 57,473 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 684,111 617,568 

      破産更生債権等 50,000 0 

      繰延税金資産 35,769 28,127 

      その他 223,077 251,393 

      貸倒引当金 △0 △0 

      投資その他の資産合計 992,957 897,089 

    固定資産合計 4,014,569 4,340,531 

  資産合計 12,121,592 12,243,631 
 

― 13 ―



  

  

  

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※１  1,160,441 1,302,172 

    短期借入金 ※２  230,000 ※２  230,000 

    1年内返済予定の長期借入金 17,368 ― 

    未払金 173,047 132,369 

    未払法人税等 25,563 114,481 

    前受金 484,582 1,127,757 

    賞与引当金 51,029 148,699 

    アフターサービス引当金 38,186 48,986 

    その他 178,625 104,341 

    流動負債合計 2,358,845 3,208,807 

  固定負債     

    繰延税金負債 53,785 67,532 

    退職給付引当金 297,514 276,678 

    役員退職慰労引当金 320,370 338,859 

    資産除去債務 32,623 33,010 

    その他 19,425 22,736 

    固定負債合計 723,718 738,817 

  負債合計 3,082,563 3,947,624 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,250,816 1,250,816 

    資本剰余金 1,580,813 1,580,813 

    利益剰余金 6,104,468 5,762,492 

    自己株式 △421,215 △760,212 

    株主資本合計 8,514,882 7,833,909 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 75,107 88,398 

    繰延ヘッジ損益 △3,091 △770 

    為替換算調整勘定 △170,308 △160,930 

    その他の包括利益累計額合計 △98,293 △73,302 

  新株予約権 100 ― 

  少数株主持分 622,339 535,399 

  純資産合計 9,039,028 8,296,006 

負債純資産合計 12,121,592 12,243,631 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 2,374,086 5,986,889 

売上原価 1,631,906 4,898,243 

売上総利益 742,180 1,088,646 

販売費及び一般管理費 738,534 1,342,425 

営業利益又は営業損失（△） 3,645 △253,779 

営業外収益     

  受取利息 3,354 4,019 

  受取配当金 48,230 57,494 

  その他 11,842 47,656 

  営業外収益合計 63,427 109,169 

営業外費用     

  支払利息 ― 1,184 

  持分法による投資損失 ― 97,019 

  その他 ― 10,085 

  営業外費用合計 ― 108,289 

経常利益又は経常損失（△） 67,072 △252,899 

特別利益     

  固定資産売却益 ― 397 

  負ののれん発生益 531,867 ― 

  新株予約権戻入益 ― 100 

  特別利益合計 531,867 497 

特別損失     

  固定資産除却損 460 197 

  減損損失 ― ※  77,855 

  特別損失合計 460 78,053 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△） 

598,478 △330,455 

法人税、住民税及び事業税 35,644 123,015 

法人税等調整額 △9,031 △86,250 

法人税等合計 26,613 36,765 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

571,865 △367,220 

少数株主損失（△） ― △83,779 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 571,865 △283,441 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△） 

571,865 △367,220 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 30,617 15,227 

  繰延ヘッジ損益 145 2,321 

  為替換算調整勘定 64,797 8,820 

  その他の包括利益合計 95,559 26,369 

四半期包括利益 667,425 △340,851 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 667,425 △258,450 

  少数株主に係る四半期包括利益 ― △82,400 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、

前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残高

に含まれております。  

  

※２ 当社及び一部の連結子会社は、取引銀行４行と当座貸越契約をしております。この契約に基づく当座貸越契約

及び借入金未実行残高は、次のとおりであります。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※  減損損失 

当第３四半期連結累計期間（自  平成26年１月１日  至  平成26年９月30日） 

①減損損失を認識した資産グループの概要 

  
②減損損失に至った経緯 

事業用資産については、一部の連結子会社において将来の回収可能性を検討した結果、当初予測したキャッシ

ュ・フローが見込めないため、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。 

③減損損失を認識した資産グループ 

  
④グルーピングの方法 

当社グループは、固定資産について共用資産、事業用資産、遊休並びに売却予定資産にグルーピングしておりま

す。なお、連結子会社については会社単位でグルーピングしております。 

⑤回収可能価額の算定方法 

資産グループごとの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値

がマイナスであるため、回収可能価額を零として評価しております。 

  

  
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

受取手形 10,718千円 ―千円 

支払手形 92,948 ― 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

当座貸越極度額 2,000,000千円 4,000,000千円 

借入実行残高 230,000 230,000 

差引額 1,770,000千円 3,770,000千円 
 

場所 用途 種類 

㈱多賀製作所 

（東京都羽村市） 
事業用資産 

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品、

ソフトウエア、電話加入権 
 

資産の種類 金額（千円） 

建物及び構築物 28,646 

機械装置及び運搬具 3,745 

工具、器具及び備品 23,482 

ソフトウエア 21,971 

電話加入権 10 

計 77,855 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

(株主資本等関係) 

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日  至 平成25年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日  至 平成26年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  

前第３四半期連結累計期間 

(自  平成25年１月１日 

  至  平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 

(自  平成26年１月１日 

  至  平成26年９月30日) 

減価償却費 78,350千円 238,830千円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 58,536 10.00 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年３月28日 
定時株主総会 

普通株式 58,534 10.00 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  
(注)１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、企業再生支援事業であります。 

２.セグメント利益の調整額△191,524千円の主なものは、各報告セグメントに配分していない全社費用であり当

社の管理部門に係る費用等であります。 

３.セグメント利益は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

２. 報告セグメントの変更等に関する事項 

当第３四半期連結会計期間より、ローヤル電機株式会社及び同社の連結子会社５社が連結子会社となったこと

に伴い、事業セグメントの区分方法を見直し、報告セグメントを従来の単一のセグメントから、「巻線機事業」

「送風機・住設関連事業」に変更しております。 

なお、みなし取得日を平成25年９月30日としているため、当第３四半期連結累計期間は貸借対照表のみを連結

しております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（重要な負ののれん発生益） 

「巻線機事業」及び「送風機・住設関連事業」において、ローヤル電機株式会社の株式を取得したことによ

り、当第３四半期連結累計期間において、負ののれん発生益531,867千円を計上しております。 

  

    (単位：千円)
 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 巻線機事業 

送風機・住設
関連事業 

計 

売上高               

外部顧客への売上高 2,374,086 ― 2,374,086 ― 2,374,086 ― 2,374,086 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 2,374,086 ― 2,374,086 ― 2,374,086 ― 2,374,086 

セグメント利益 195,169 ― 195,169 ― 195,169 △191,524 3,645 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  
(注)１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、企業再生支援事業であります。 

２.セグメント利益又は損失の調整額△202,258千円の主なものは、各報告セグメントに配分していない全社費用

であり当社の管理部門に係る費用等であります。 

３.セグメント利益又は損失は、四半期連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

  「巻線機事業」において、一部の連結子会社で当第３四半期連結会計期間に、将来の回収可能性を検討した結

果、当初予測したキャッシュ・フローが見込めないため、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損

損失を計上しました。 

 なお、当該減損損失の計上額は当第３四半期連結累計期間においては77,855千円であります。 

  
(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

  

(注)  前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。また、当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

    (単位：千円)
 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 巻線機事業 

送風機・住設
関連事業 

計 

売上高               

外部顧客への売上高 2,956,835 2,991,419 5,948,254 38,635 5,986,889 ― 5,986,889 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

― 408 408 ― 408 △408 ― 

計 2,956,835 2,991,827 5,948,662 38,635 5,987,298 △408 5,986,889 

セグメント利益 
又は損失（△） 

△116,113 58,317 △57,795 6,275 △51,520 △202,258 △253,779 
 

項目 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日 
至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日 
至 平成26年９月30日) 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期
純損失金額（△） 

97円70銭 △48円62銭 

 (算定上の基礎)     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額 
（△）（千円) 

571,865 △283,441 

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△）（千円） 

571,865 △283,441 

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,853 5,829 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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【会社名】 株式会社小田原エンジニアリング  

【英訳名】 Odawara Engineering Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   宮 脇 伸 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 神奈川県足柄上郡松田町松田惣領1577番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長宮脇伸郎は、当社の第36期第３四半期（自  平成26年７月１日  至  平成26年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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